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第９章 介 護 保 険 
 

第１節 介護保険制度の概要 

 「団塊の世代」が７５歳以上となる２０２５年（令和７年）を見据えた本格的な地域包括ケアシ

ステムを構築するため、保健・医療・福祉・介護・住まい等の関連施策や地域での支え合い活動等

が連携することが重要です。 

 元気な高齢者が支援や介護が必要な状態にならず、地域で生きがいを持って充実した生活を送る

ために、地域支援事業により介護予防と日常生活の総合的な支援体制の構築を図ります。 

 介護や支援が必要になっても、状態に応じ適切な介護保険サービス等を利用することで状態を維

持し、生活の質の向上を図ることが出来るようサービスを安定的に提供します。 

 

１ 保険者  

市町村が保険者となり、その区域に住所を有する被保険者に対し、保険給付を行います。 

 

２ 被保険者  

対 象 者 
 65歳以上の方 

（第 1号被保険者） 

40～64歳までの医療保険加入の方 

（第 2号被保険者） 

サービスが 

利用できる方 

原因を問わず介護や日常生活の支援

が必要になったとき、流山市の認定を

うけ、サービスを利用できます。 

加齢と関係がある特定疾病（※）により

介護や支援が必要となったとき、流山市

の認定をうけ、サービスを利用できます。 

保険料と 

納め方 

保険料は、所得によって 18 段階に分

かれます。 

年金を年額 18 万円以上受給されてい

る方（障害、遺族年金も含む）は、年

金天引きになります（特別徴収）。 

年金が年額 18 万円未満の方は、介護

保険料納付書を送付いたします（普通

徴収）。 

保険料は、加入している医療保険ごとに

算出されます。 

加入している医療保険の保険料に上乗せ

して一括して収めます。（保険料には、被

扶養者の方の負担金も含まれます。） 

※特定疾病 

 がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと判断

したものに限る。）、関節リウマチ、筋萎縮性側索硬化症、後縦靭帯骨化症、骨折を伴う骨粗鬆症、

初老期における認知症、進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病、脊髄小脳

変性症、脊柱管狭窄症、早老症、多系統委縮症、糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網

膜症、脳血管疾患、閉塞性動脈硬化症、慢性閉塞性肺疾患、両側の膝関節又は股関節に著しい変形

を伴う変形性関節症 
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第２節 被保険者の状況 

 

１ 被保険者世帯数  

第 1号被保険者のいる世帯数             単位：世帯 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

年 度 当 初 29,462 30,092 30,617 

年度内取得 1,591 1,560 1,507 

年度内喪失 961 1,035 1,017 

年  度  末 30,092 30,617 31,107 

 

２ 被保険者数  

第 1号被保険者数                   単位：人 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

年 度 当 初 43,591 44,513 45,244 

年度内取得 2,515 2,402 2,384 

年度内喪失 1,593 1,671 1,627 

年 度 末 44,513 45,244 46,001 

 

年齢別等第 1号被保険者数（年度末）             単位：人 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

65歳以上 75歳未満 23,653 23,037 22,726 

75歳以上 20,860 22,207 23,275 

（再掲）外国人被保険者 98 108 115 

（再掲）住所地特例者 192 214 247 

合   計 44,513 45,244 46,001 
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第３節 介護認定の状況 

 

１ 介護認定申請区分状況  

  介護保険のサービスを受けるためには、市から認定されることが必要です。 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

新     規 1,815 1,979 2,029 

区分変更 493 543 630 

更  新 3,925 3,505 4,113 

合   計 6,233 6,027 6,772 

 

２ 介護認定審査会開催状況及び審査結果件数  

  認定審査会の開催回数と要介護度別の認定審査結果です。認定された要介護度によって受けら

れるサービスが異なります。 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

開催回数 180 165 170 

非該当 61 40 34 

要支援 1 1,013 855 1,034 

要支援 2 736 528 707 

要介護 1 1,355 1,404 1,571 

要介護 2 979 987 1,049 

要介護 3 771 828 859 

要介護 4 680 673 825 

要介護 5 633 712 693 

合   計 6,228 6,027 6,772 
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３ 要介護度別認定者数  

 

令和元年度実績                   単位：人 

 

                     

                         平成 30年度実績                  単位：人            

区   分 
要支援 

1 

要支援 

2 

要介護 

1 

要介護 

2 

要介護 

3 

要介護 

4 

要介護 

5 
合計 

年度末認定者数 1,240 800 1,876 1,271 1,025 797 748 7,757 

 

内

訳 

第 1号被保険者 1,225 792 1,833 1,224 993 787 718 7,572 

再

掲 

65～75歳未満 134 95 218 171 122 73 96 909 

75歳以上 1,091 697 1,615 1,053 871 714 622 6,663 

第 2号被保険者 15 8 43 47 32 10 30 185 

 

                 

                          平成 29年度実績                   単位：人            

区   分 
要支援 

1 

要支援 

2 

要介護 

1 

要介護 

2 

要介護 

3 

要介護 

4 

要介護 

5 
合計 

年度末認定者数 1,121 795 1,819 1,171 961 825 752 7,444 

 

内

訳 

第 1号被保険者 1,112 786 1,772 1,124 930 812 725 7,261 

再

掲 

65～75歳未満 142 106 228 148 128 88 101 941 

75歳以上 970 680 1,544 976 802 724 624 6,320 

第 2号被保険者 9 9 47 47 31 13 27 183 

 

                                            

 

 

 

 

区   分 
要支援 

1 

要支援 

2 

要介護 

1 

要介護 

2 

要介護 

3 

要介護 

4 

要介護 

5 
合計 

年度末認定者数 1,271 829 1,982 1,294 1,045 924 757 8,102 

 

内

訳 

第 1号被保険者 1,259 819 1,937 1,253 1,015 906 727 7,916 

再

掲 

65～75歳未満 127 91 243 158 114 91 83 907 

75歳以上 1,132 728 1,694 1,095 901 815 644 7,009 

第 2号被保険者 12 10 45 41 30 18 30 186 
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第４節 介護保険料の状況 

 

１ 流山市の保険料（多段階区分） 

  第７期保険料段階設定については、所得区分を細分化することにより、所得に応じた保険料段

階の設定を図りました。 

第 7期（平成 30年度～令和 2年度） 

第１号被保険者介護保険料 

区   分  説 明 
保険料 

（円） 

第 1段階 

老齢福祉年金受給者で世帯全員が市民税非課税の方、生活保護受給者の

方、又は、本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収

入と合計所得金額の合計額が 80万円以下の方 

18,600(※) 

第 2段階 
本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収入額と合計

所得金額の合計額が 80万円超 120万円以下の方 
26,900(※) 

第 3段階 
本人及び世帯全員が住民税非課税で、本人の課税対象の年金収入額と合計

所得金額の合計額が 120万円超の方 
42,700(※) 

第 4段階 
世帯内に住民税を課税されている方がおり、本人が住民税非課税で課税対

象の年金収入額と合計所得金額の合計額が 80万円以下の方 
53,800 

第 5段階 
世帯内に住民税を課税されている方がおり、本人が住民税非課税で課税対

象の年金収入額と合計所得金額の合計額が 80万円超の方 
63,300 

第 6段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 125万円未満の方 72,700 

第 7段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 125万円以上 160万円未満の方 79,100 

第 8段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 160万円以上 200万円未満の方 82,200 

第 9段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 200万円以上 300万円未満の方 94,900 

第 10段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 300万円以上 400万円未満の方 101,200 

第 11段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 400万円以上 500万円未満の方 107,600 

第 12段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 500万円以上 600万円未満の方 113,900 

第 13段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 600万円以上 700万円未満の方 120,200 

第 14段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 700万円以上 800万円未満の方 126,600 

第 15段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 800万円以上 900万円未満の方 132,900 

第 16段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 900万円以上 1,000万円未満の方 139,200 

第 17段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 1,000万円以上 1,500万円未満の方 148,700 

第 18段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が 1,500万円以上の方 158,200 

※令和元年度は低所得者の介護保険料軽減のための費用を投入することにより、第 1段階は 26,500

円から 7,900円減額した金額、第２段階は 34,800円から 7,900円減額した金額、第３段階は 44,300

円から 1,600円減額した金額となっています。 
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２ 介護保険料の賦課状況（令和元年度） 

区 分 
料  率 被保険者数 割合 保険料額 特別徴収分 普通徴収分 

（円） （人） （％） （円） （円） （円） 

第 1段階 18,600 6,084 13.2% 114,354,500 93,739,400 20,615,100 

第 2段階 26,900 2,416 5.3% 65,832,100 63,619,400 2,212,700 

第 3段階 42,700 2,142 4.7% 93,285,000 89,687,000 3,598,000 

第 4段階 53,800 7,658 16.7% 403,131,300 358,541,800 44,589,500 

第 5段階 63,300 6,047 13.1% 384,699,000 379,086,300 5,612,700 

第 6段階 72,700 5,923 12.9% 423,153,900 390,625,100 32,528,800 

第 7段階 79,100 3,493 7.6% 276,600,800 261,018,500 15,582,300 

第 8段階 82,200 3,057 6.6% 250,201,500 234,283,600 15,917,900 

第 9段階 94,900 4,273 9.3% 398,332,200 368,329,000 30,003,200 

第10段階 101,200 2,045 4.5% 200,659,400 182,568,800 18,090,600 

第11段階 107,600 974 2.1% 102,271,100 91,284,900 10,986,200 

第12段階 113,900 430 0.9% 46,762,200 39,517,800 7,244,400 

第13段階 120,200 239 0.5% 26,949,400 21,478,400 5,471,000 

第14段階 126,600 156 0.3% 19,179,400 15,424,000 3,755,400 

第15段階 132,900 129 0.3% 17,196,300 13,661,100 3,535,200 

第16段階 139,200 94 0.2% 12,917,100 10,532,800 2,384,300 

第17段階 148,700 327 0.7% 47,728,300 37,411,900 10,316,400 

第18段階 158,200 514 1.1% 79,113,800 66,082,200 13,031,600 

賦課合計  
46,001 100.0% 2,962,367,300 2,716,892,000 245,475,300 
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第５節 保険給付の状況 

１ 介護給付・予防給付  

           平成 31年 4月～令和 2年 3月審査集計分 

区   分 件数 日数(回数) 費用額（円） 給付額（円） 

居宅介護（介護予防）サービス 187,310 858,918 7,013,146,686 6,235,176,746  

 訪問サービス 61,971  554,790  2,138,273,930  1,880,923,617  

 

 

 

 

 

 

内 

 

訳 

訪問介護 18,912  470,965  1,403,077,112  1,235,569,135  

訪問入浴介護 1,110  5,435  75,405,363  66,186,671  

訪問看護 8,641  54,692  329,769,932  289,707,469  

訪問リハビリテーション 2,355  23,698  79,297,923  69,767,095  

居宅療養管理指導 30,953  250,723,600 219,693,247 

  通所サービス 31,791  242,305  2,173,181,145  1,910,260,332  

 

 

内 

訳 

通所介護 21,347  186,607  1,604,350,687  1,413,506,751  

通所リハビリテーション 10,444  55,698  568,830,458  496,753,581  

 短期入所サービス 5,748  61,823  603,665,187  530,695,678  

 

 

内 

訳 

短期入所生活介護 5,329  59,033  565,720,912  497,466,846  

短期入所療養施設 

（介護老人保健施設） 
419 2,790 37,944,275 33,228,832 

 福祉用具・住宅改修サービス 33,132   513,530,895  451,669,570  

 

内 

訳 

福祉用具貸与 31,984   437,668,490  385,425,783  

福祉用具購入費 583   18,954,453  16,548,283  

住宅改修費 565   56,907,952  49,695,504  

特定施設入居者生活介護 4,617   930,167,936  807,299,956  

介護予防支援・居宅介護支援 50,051   654,327,593  654,327,593  

地域密着型(介護予防)サービス 7,969   1,189,239,710  1,052,056,819  

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 231   44,593,494  38,688,252  

 

地域密着型通所介護 4,621   273,047,737  239,707,081  

認知症対応型通所介護 148   17,929,981  15,973,103  

小規模多機能型居宅介護 572   123,442,689  110,364,390  

認知症対応型共同生活介護 1,447   414,840,361  366,765,262  

地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 
697   231,948,341  207,866,699  

 複合型サービス（看護小規模多機

能型居宅介護） 
253   83,437,107  72,692,032  

 



- 122 - 

 

区   分 件数 日数(回数) 費用額（円） 給付額（円） 

施設介護サービス 11,382   3,505,055,837  3,103,856,133  

 介護老人福祉施設 8,168   2,410,094,124  2,133,312,489  

介護老人保健施設 3,025   1,013,867,359  897,880,808  

介護療養型医療施設 153   63,842,323  57,136,026  

介護医療院 36   17,252,031  15,526,810  

特定入所者介護（介護予防）サービス 14,977    282,078,136 

 

食費 7,941    164,963,848  

内 

訳 

介護老人福祉施設 4,607    109,147,792 

介護老人保健施設 1,192    27,388,154 

介護療養型医療施設 39    951,704 

地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護 
457    10,940,744  

短期入所生活介護 1,582    16,261,048  

短期入所生活介護 

（介護老人保健施設） 
64    274,406  

居住費 （滞在費） 7,036    117,114,288   

内 

訳 

介護老人福祉施設 4,310    85,983,093  

介護老人保健施設 674    5,828,342  

介護療養型医療施設 16   3,129 

地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護 
458    11,291,158  

短期入所生活介護 1,525    13,938,015  

短期入所生活介護 

（介護老人保健施設） 
53    70,551  

高額介護サービス 22,014    298,731,201   

高額医療合算介護サービス 1,459    51,336,852  

支払審査手数料 205,342    10,267,100  

合   計 450,453  858,918  11,707,442,233  11,033,502,987  
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第６節 地域支援事業の実施状況 

 

１ 給食サービス  

  食の調達が困難な 65歳以上のひとり暮らしの方又は高齢者のみの世帯に対し、調理した食事を 

 定期的に提供します。 

〔利用料金〕   1食あたり 平成 27年度 500円、平成 28～令和元年度 488円（週 3回以内） 

（１）総合事業対象者で栄養改善が必要な方への給食サービス 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

利用者数(人)  75 116 

配 食 数(食)  855 1,246 

 

（２）総合事業対象者以外で栄養改善が必要な方への給食サービス 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

利用者数(人) 348 219 230 

配 食 数(食) 3,799 2,356 2,500 

 

（３）一般高齢者への給食サービス（地域支援事業対象外） 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

利用者数(人) 690 730 816 

配 食 数(食) 6,967 7,631 8,795 

 

２ 食の自立支援利用調整事業  

  在宅高齢者が健康で自立した生活が送れるよう、食の自立の観点から、心身の状況、環境等を 

 調査分析し、地域の実情に応じ給食サービスのほか、食関連サービスの利用調整を行います。 

 

（１）栄養改善が必要な方への食のアセスメント（地域支援事業対象者） 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

食のアセスメント件数 46 52 45 

 

（２）一般高齢者への食のアセスメント（地域支援事業対象外） 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

食のアセスメント件数 97 91 95 
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３ 介護予防・日常生活支援総合事業  

 介護保険法の改正により、平成２７年４月から、要支援者または、それに準ずる状態と認められ

る方(事業対象者)が利用できる介護予防訪問介護、介護予防通所介護については、市が行う介護予

防・日常生活支援総合事業として、実施しています。 

  

 介護予防・日常生活支援サービス事業 

区   分 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 

訪問型サービス利用件数 3,499 3,618 3,941 

（うち緩和した基準によるサービス利

用件数） 

（348） (416) （409） 

通所型サービス利用件数 6,568 7,222 7,088 

介護予防・日常生活支援サー

ビス計画件数 

6,896 7,197 7,091 

高額事業費（件数） 116 129 211 

審査支払手数料（件数） 10,067 10,855 17,525（※） 

      （※令和元年度から第一号介護予防支援についても国保連合会で審査）  

 

４ 介護支援サポーター事業  

  65歳以上の高齢者のうち、要介護・要支援認定を受けていない方を対象に介護支援サポーター 

 養成講座を実施し、介護保険施設でのサポーター活動（見守り、話し相手、レクリエーション補 

 助、配膳など）を通じた心身の健康の保持や増進により、自らの介護予防への取り組みを推進し 

 ます。 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

介護支援サポーター 

養成講座実施数(回) 
5 5 12（※） 

サポーター登録数（人) 77 47 129 

                       （※ゆうゆう大学での講義６回含む） 

５ 高齢者介護予防普及啓発事業  

  高齢者を対象に、運動機能向上や口腔ケア等並びに認知症及び閉じこもり等の予防啓発パンフ 

 レットを配布することなどにより、介護予防に関する基本的な知識の普及啓発を行います。 

・ 市主催の教室 ながいき１００歳体操教室 20回（5回 4コース） 延べ 619人 

・ パンフレット配布 「こんにちは地域包括支援センターです！」1,500部 

            「介護予防手帳」1,000部 

・ 第４２回流山市民まつりにおけるながいき１００歳体操体験ブース出展 参加者数 124人 

・ 市内商業施設での「ながいき１００歳体操」の体験会 参加者数 26人 

・ 健康増進課実施の骨粗しょう症検診にて「ながいき１００歳体操」の広報活動 738人 
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６ 高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター） 

流山市では、平成１８年４月に、地域包括支援センターを市内４か所に設置し、「高齢者なんで

も相談室」という愛称で高齢者の様々な相談に応じてきました。相談室の設置・運営は、医療法人

及び社会福祉法人に委託しています。 

これまで、高齢者人口の増加に対して、センター職員の増員で対応してきましたが、相談内容が

複雑・困難化していること、また、センターに求められる役割が多様化していることから、特に高

齢者人口が増加している北部圏域について、センターを増設することとし、平成３１年４月１日に、

流山市北部西高齢者なんでも相談室（地域包括支援センター）を新設しました。 

高齢者なんでも相談室では、保健師等、社会福祉士及び主任介護支援専門員（主任ケアマネジャ

ー）が連携して、地域で暮らす高齢の方々を、介護、福祉、健康、医療などさまざまな面から総合

的に支援します。高齢者なんでも相談室は、地域で暮らす高齢者の最も身近な相談窓口であるとと

もに、地域包括ケアシステム構築に向けて中核的な役割を担っています。 

 

（１）高齢者なんでも相談室の設置 

地域包括支援センター一覧 

名   称 所 在 地 開設年月 

北部高齢者なんでも相談室 

 

江戸川台東 2-19 平成 18年 4月 

北部西高齢者なんでも相談室 

 

大字中野久木421 特別養護老人ホーム花のいろ

内 

平成 31年 4月 

中部高齢者なんでも相談室 

 

下花輪 409－6 東葛病院付属診療所内 平成 18年 4月 

東部高齢者なんでも相談室 

 

野々下2-488-5 特別養護老人ホームあざみ苑内 平成 18年 4月 

南部高齢者なんでも相談室 

 

平和台 2-１-2 流山市ケアセンター内 平成 18年 4月 

 

（２）高齢者なんでも相談室の運営 

ア 相談実績 

 高齢者なんでも相談室相談実績（延）        （令和元年度） 

区  分 北部 北部西 中部 東部 南部 計（件） 

相談総数 4,142   1,386  5,508 2,996  3,852  17,884 

電    話 2,058  715  4,262  1,507  2,523  11,065  

来    所 1,211  176  349  644  523  2,903  

訪    問 861  492  884  845  787  3,869  

その他 12  3  13  0  19  47  
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イ 地域ケア会議 

 

  

（３） 地域包括支援センター及び地域密着型サービス運営協議会 

地域包括支援センターの運営を地域の関係者全体で協議し、適切、公正かつ中立的な運営を確保

しているかどうかの評価をしていく場として、流山市では平成１８年度より地域包括支援センター

運営協議会が置かれています。 

 

地域包括支援センター及び地域密着型サービス運営協議会     

令和元年度  4回開催 

 

７ 在宅医療連携拠点事業  

  誰もが、希望すれば住み慣れた地域で最期まで暮らし続けることができるためには、医療と介 

護が連携し、一体的に支援をすることが不可欠です。そのため、医療と介護の連携に関する課題 

解決を図ることを目的として、医療と介護に携わる職種が集い連携推進を図るための「介護と医 

療をつむぐ会」や、関係職種の代表者による「在宅医療介護連携会議」を開催し、研修や課題の 

検討を行っています。 

 市民を対象に、これからの超高齢社会を自分らしく生きることを考えるきっかけづくりとして、 

講演会や出前講座を開催しました。 

 また、在宅療養者を支えるための情報連携をより迅速に、円滑に行えるようＩＣＴを活用した 

情報共有システムを導入し活用の促進を図っています。 

令和元年 5月 13日 在宅医療介護連携会議委員 22名  

区分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

在宅医療介護連携会議 5回開催  5回開催  4回開催（※1）  

介護と医療をつむぐ会 5回開催 522人 5回開催 363人 5回開催 358人 

ＩＣＴ情報連携システム新規登録者数  116人  68人  85人 

地域ケア会議の開催数         （令和元年度） 

区   分 主催・共催 開催数（回） 

圏域別地域ケア推

進会議 

 

地域ケア個別会議 

北部地域高齢者なんでも相談室 5 

北部西地域高齢者なんでも相談室 6 

中部地域高齢者なんでも相談室 9 

東部地域高齢者なんでも相談室 6 

南部地域高齢者なんでも相談室 9 

自立支援型 

地域ケア会議 
高齢者なんでも相談室と高齢者支援課の共催 3 
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市民対象講演会(※2) 1回開催 148人 1回開催 100人 1回開催 120人 

出前講座     3回開催 73人 

（※１）新型コロナウィルス感染症拡大防止のため 1回中止 

(※２)介護と医療をつむぐ会と合同開催 

 

 

 

８ 成年後見利用支援事業  

 （１）申立て 

    判断能力が不十分な認知症高齢者の福祉の増進を図るため、その家族等の 4親等内の親族が

不在等のときは、市長が家庭裁判所に後見等の審判請求の申立を行います。また、成年後見人

等への報酬の支払いが困難な場合、報酬費用の一部又は全部を助成します。 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

申立件数（件） 12 17 8 

 

 （２）成年後見人等報酬助成 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

申請件数（件） 7 11 19 

助成額（円） 1,380,115 2,568,000 4,006,906 

 

９ 在宅高齢者家族介護慰労金の支給  

  引き続いて 1年以上、介護保険の要介護 4又は 5の認定があり、介護保険サービスを利用して 

 いない 65歳以上の方と同居して、在宅で介護している市民税非課税世帯の家族に支給します。 

  〔支給額〕  年額 100,000円 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

支給者数 (人) 1 0 0 

総支給額 (円) 100,000 0 0 

 

１０ 在宅高齢者家族介護用品の支給  

  介護保険の要介護 3以上の認定があり、65歳以上の方と同居して、在宅で介護している市民税

非課税世帯の家族に介護用品が購入できる利用券を支給します。 

  〔支給額〕  上限 年額 75,000円  

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

支給者数(人) 47 53 56 

総支給額(円) 2,733,620 2,692,420 2,974,640 
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１１ 徘徊高齢者家族支援サービス  

  徘徊高齢者をと同居して、在宅で介護する家族が事業者の行う徘徊高齢者家族支援サービスを

利用した場合、契約時に要する登録料の一部を助成します。 

  〔助成額〕  上限 7,350円 （徘徊高齢者 1人につき 1回限り） 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

助成件数（件） 1 1 1 

助 成 額（円） 5,000 3,240 3,000 

 

１２ 住宅改修支援事業  

  居宅介護支援の提供を受けていない要介護者等に係る居宅介護住宅改修費等の支給申請におけ 

 る理由書を介護支援専門員等が作成した場合、その支援を行なうことで、住宅改修に係る給付の 

 適正化を図ります。 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

申請件数（件） 9 74 55 

総支給額（円） 19,440 149,440 111,120 

 

１３ 認知症高齢者家族支援事業  

  認知症の高齢者を介護する家族に対し、情報提供、共有の場を設け介護者同士が悩みや思いを 

 打ち明け、共感することで精神的にも健康を保持し介護負担の軽減を図ります。 

  また、平成 29年度から若年性認知症の当事者家族への支援を検討するため、若年性認知症を学

ぶ勉強会を実施しています。介護経験者や専門職による講話や座談会を行いました。 

区   分 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

実施回数（回） 5 4 4 

延参加人数（人） 35 28 30 

若年性認知症に関する

勉強会実施回数（回） 

1 2 1 

延参加人数(人) 22 40 17 

   


